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高コスト構造是正・着せ化のための行動計画一物流（内航海運）

1．＿‾高コス＿ト構達・活性化随筆や現状

内航海運の運賃につ示ては各国とも基本的に自由運賃であり、その設定は季節

、仕向方面、穣荷などによって千差万別であり、客観的水準を把握し比較するこ

とは極めて討難であるが、日本鍍行のr物価指数年報」によると、1985年を100

とした場合の1994年の企業向けサービス価格の総平均は114．8であるのに対し、

内航運賃は99．1と比較的低水準で推移している。

しかし、経済のポrダレス化等に伴う荷主側の価格競争の激化等により、我が

国の輸送シェア（トンキロベース）で約44％と国内物流の大動脈を担っている内

航海運は、物流コストの削減に直結するため今後なお一層の効率化が強く求めら

れている。

2．高コスト構造・活性化阻害の要因

（1）船腹調整事案は、一般的に飼争制限的措置がもたらすと言われている経営合理

化、運賃水準等の面における弊害は、同事業の弾力的運用等により比故的少なか

ったが、一方で同事業の下では、意欲的な者の事業規模の拡大や新規参入が制限

されるため内航海運業の活性化等の支障になっているとの指摘もある。

脚　荷主、元領の内航運送業者、内航船舶貸渡業者の関係にうき大企業である帝主

を中心とした縦の系列化が確立きれていることもあり、取引関係において荷主優

位性が強い市場になっている。この系列取引が内航海運における競争環境の阻害

要因となっている面があるとの指摘もある。

用船市場においては、元請の内航逓送業者から．実際に運航を行う内航船舶貸渡

業者に至るまでの間に多数の者が介在し取引関係が複雑化している場合がある。

また、荷主における出荷に係る季節波動の存在、往復貨物の確保が困難なこと

、1回のロットが必ずしも大きくないこと等が、効率的な輸送の支障となってい

る。

コシテナターミナルの荷役サービスについては、日曜荷役の再開等改善が進め

られているが、その恒常化等が求められている。

（3）コンテナ等を取扱うには一定ゐ面積を持ったヤード、荷如き施設等を備えたタ

ーミナルの整備が不可欠であり、また、物流コスト削減のためには船舶の大型化

が有効である。

主要港の港湾料金は、人件費、土地代を始めとする諸経費が割高である上に、

さらに近年の円高の影響もあって諸外国の主要港に比べて高水準となっている。

3．日橋

川　目標

船舶の大型化、近代化、配船、船員配乗の共同化等を促進するとともに、複合

一貫輸送に対応した内貿ターミナル等の整備（複合一貫輸送に対応した内貿ター
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ミナルからの陸上輸送の半日往復圏の割合を現在の約70％から約80％に高める）

を進めることにより、輸送効率の向上を図る。

脚　点検指標

・船齢構成の推移

・船種別平均総トン数の推移

・RORO船、コンテナ船（モーダルシフト対象船種）の船腹量
・物的労働生産性、

4・具体的な対応策

く1）規制竣和等

・現在の廊腹調整事業の見直しについては、モーダルシフト対象船種を速やかに

対象外とするとともに、内航海運業者による同事業への依存の計画的解消を図
る。

・モーダルシフト対象船種の寄港地に係る制限及びセメント副原料であるフライ

アッシュ等の輸送にセメント専用船を使用する場合の制限を緩和する。

・長期積荷保証船については、日本内航海運組合総連合会と荷主団体との協議結

果を踏まえ、船腹調整事業の弾力的連用を行う。

t2】商慣行

・荷主一元請の内航運送業者一内航船舶貸渡業者という系列的な関係の見直

しを行う。

・内航海運の用船市場における取引関係の簡素化等による運賃及び用船料に係る

云スト負担の適正化を図る。

・荷主と荷受け側の間における商取引慣習の見直し等により、出荷波動の平準化

、出荷ロットの大型化等を推進する。

・荷役サービスの向上に向け七、関係者の一層の取親みを促す。

（3）鍍金資本の整備等

・複合一貫輸送用施設、港湾等の整備の促進を行う。

・複合一貫輸送に対応した内貿ターミナル等のバースの計画的な整備を行う。

・テクノスーパーライナーの実用化の動向盲鞠まえた港湾等の整備を図る。

刷・輸送効率化への支援

・ハード面の施策として、船舶の大型化・近代化、荷役機器の近代化、全天候パ

ースの整備等を推進する。‾なお、船舶の大型化については、少量多頻度のきめ

細かな輸送サービスについても十分配慮しつつ推進していく必要がある。

．ソフト面の施策として、EDI等の情報システムの整備、配船、船員配乗の共

同化等を進める。

・一貫パレチゼーションの推進により、物流の効率化、省力化を図る。
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高コスト構造是正・活性化のための行動計画一物流（鉄道貨物）

1・高コスト構造・活性化阻害の現状

アメリカと日本の20フィートコンテナの運賃比較を行うと、400hにおいては

、日本とアメリカは内外価格差がほとんど存在しないが、1，000血を超える輸送

距離においては、アメリカの方が安い。ただし、日本にお、いては、5割以内の割

引制度がある。

2・高コスト構造・活性化阻事の要因

（1）5割以内の官業割引が届出で足りるなど従来より物流市場の特瞳等を生かした

遷宮設定を行っているものの必ずしも十分とはいえないという指摘がある。

（2）1列車輸送量等の輸送方式の違い

国土面碑の相違等から、日本とアメリカでは輸送構造に違いがあるため、日本

は長距能輸送が割高になる傾向があるが、大きな要因として日米の輸送方式の差

異にあると考えられる。日本の貨物は、12フィート（最大積載量5トン）が主体

でありLl列車あたりの最大輸送量が550トンである。「方、アメリカでは、40フ

ィートが主体であ．り、1列車あたりの最大輸送圭が3，60αトンである。この輸送

量の違いが貸物運賃に反映しているものと考えられる。また、アメリカは大型の

コンテナを使用しているため、荷替えコストも小さい。

㈲　社会資本整備の遅れ　－

コンテナ輸送をより効果的にするためのバレチゼーシ．ヨン等、貨物の近代化に

対応し、た施設、貨物前送カの拡大のための社会資泰が十分整噂されていないふ

3．日撮

11】目標

弾力的運賃のさらなる導入を図るとともに、列車の長大化（けん引重量1，200
‾　　　‾‾　　　　　．－．

トン、1，300トン以上の列車本数を倍増）やコンテナの大型化を促進することに

より、輸送効率の向上を図る。

（21点検指標

・新たな割引運賃の導入例

・新たな運賃設定の導入例　　　　　　　　　　′

・物的労働生産性

・コンテナの大型化

・コンテナ貨車の車画数

・鉄道貨物輸送トンキロに占めるコンテナトンキロの比率

・1釈当たりのコンテナ取扱量の推移

・列車の長大化

・老朽設備の取替え及び効率化につながる技術革新の例（コンテナ情報の自動読

み取り、列車スピードアップ）
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・ダイヤの見直し

4．具体的な対応策

り　規制緩和の権道

貨物鉄道に関する逓貪・料金規制の一層の横軸

・制度割引、制度割増運賃・料金について、認可制を届出制に緩和したところで

寄る（7年や月）0
・遠貸規制のあり方について、物流市場の特性等を踏まえ、弾力的運賃設定を可

能とする見置し案を作成し、実施する（7年度に見直し案を作成し、7年度以

降実施）。

（2）合理化・近代化の推進

・コンテ‘ナ化を推進する。

・トラック、鉄道の一貫輸送を進めるため、ピギーバック等の充実を図る。

・一貫パレチゼーションの推進により、輸送効率の向上を図る。

（3）社会資本の整備

・列車の長大化に対鹿するため、待避線や荷役線の延伸工事などを進める。

・コンテナ、特に20フィートコンテナに対応した施設の整備を推進する。

・着発線荷役方式を進める等、ターミナル設備の近代化を凰る。
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高コスト撞遼是正・活性化のための行動計画－エネルギーイガソリン）

1・高コスト椅遭・活性化阻害の現状

ガソリン価格（税抜価格）は、日本以外がほぼ同じであるのに対して、日本は

米欧価格の3倍前後になっている（93年6月時点く1ドル芝107円）で比較）。

なお、本分野では特石法廃止等の規制緩和が既に決定されており、この方向が

打ち出された94年初以来、輸入自由化等を見越した競争激化により、石油業界の

合理化努力が進むとともにガソリン価格は下落を始めている。

2．高コスト構造・活性化阻害の要因

内外価格差の現状、－コスト分析によると、日本のガソリンの内外価格差は、

①石油会社（石油精製・元売）、特約店（卸売）及び給油所の云スト高

②石油会社・特約店並びに小売店の収益構造がガソリンに由っていること

により生じている。

なお、特に米国と比較して我が国のガソリン価格（税込）が高いとの指摘も

あるが、これは米国の税負担が他国に比べ大僧に低いという事情が加わってい

る。

これらは人件蜜の高さなどの他、以下の要因によりもたらされていると考えられ

る。

（1）公的規制　　　　　　　－

①　「特定石油製品輸入暫定措置法（博石柱）」に基づき、ガソリン、軽油、

灯油の輸入が事実上、精製業者に限定され、輸入品との競争が少ない。

②　「棒発油販売業法」に基づき、指定地区での虎争が少ない。

③　拾坤所等に関する保安・環境規制。

（2）流通、商慣行等

①　複雑な流通機欄

②　我が国の綺油所は中小規模業者が多いこと（一店舗当たりの販売量が少な

い、販売促進のためのサービス過剰に陥る傾向等）

③　割高な物流コスト

・欧米では石油パイプライン網が整備されているのに対し、我が国は割高な

内航タンカーとタンクローリーによる小口輸送が主体

④　オイルショック時に「石油業培」に基づく行政指導によりガソリン独歩高

の価格体系が形成され、その後この価格体系が維持されてきた七と。
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3．目標
－　－　　　　　　‾

（1）目標

輸入品との競争促進等による市場原理の一層の導入、給油所の構造改善等によ

り、石埠製品間のコスト配分の見直しや石油産業の効率化が進みふ、ガソリンコス

予が我が国における制約条件の下で国際的に見ても遜色のない水準となることを
目指す。

（幻　点検指棟

・ガソリンの輸入を巡る状況（輸入量、輸入業者数等）

・給油所の構造改善を巡る状況（1店舗当たり販売丑、給油所の多様化等）

・ガソリン等石油製品の価格体系

・給油所における価格牽示等の改善の状況

4．具体的な対応薫

糾　規制緩和

①　幾争の促進

・特石法を廃止し、国内石油製品市場に輸入品との競争による市場原理の一層

の導入を図る（平成8年4月廃止）。

・揮発油販売業法に基づく指定地区制度を廃止し、競争を促進することにより

流通の効率化を図る（平成8年10月に全て廃止）。

・揮発油販売業に基づく登録制についてもガソリンスタンドの規模変更につい

ての登録申請を不要とする（届出事項とする）など手続きの簡素イ巳を図る（

8年4月以降）。

②　給油所の活性化

・セルフサービス方式の綺油取扱所について、安全性の問題に関して、諸外国

の実施状況等に留意しつつ換封を進める－（7年度（検討）～9年度目途　く結

論））。

：給油取扱所の荷卸し時の立会い義務の緩和について、安全性の問題について

検討を進める（7年度（検討）～9年度目途（緒論））。

柁）規制緩和を促進するための支援

利子補給、リース助成等の行政による構造改善支援、元売会社、事業者団埠に

よる構造改善支援。

（3）流通、商慣行の見直し

事業者においては、取引条件の透開化を図り競争条件を整備する観点から、価

格の表示、南棟表示を推進するとともに、インセンティブ、事後調整等の商慣行

の見直しを行う必要がある。
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（参考）ガソリンの価格構成

く円／l）

日 －　‥　本 欧 ′　 州 米 ∴＋ ∈計

我　 鼓 ＿　卸 ’ 売　 価 ．格 4－1 ．5 － 寧1・4
1．9 ∴0

待 原　 油　 コ　 ス　 ト （1 2 ．．7 ） （1 台「8 ） ．（1 1 ！2 ）

流 通 コスト及 び 小 売 マー押 2 0 ．2 3．．3 ・1 ．0

税 ・．．抜　 小　 鼻 ∴ 伍＋ 格 6 1 ．．7 24 ．7 2 0．0

税　　　 金　　　 計 5 9 ．8 6 8 ．0 8 ，6

小　　 r売　 ▼　 価　　 格 12 ‘1 ．5 9、2 ，6 2 3 ．6 ．

く備考）1．小売・卸売価格は93年6月宋（米国は93年3月未）取のものであり、経済調査会「慈

済報昏書物胞、別注虎IA　間Oh‡Ⅷ鮎my0肝ⅢYJ，OP瓜rOPAh貰0椚ⅢY

芯P朋汀」による。

2．税金についてはく「石油税制度勤など石油連盟資料による。

も瀾通コネト及び小売マージンについて臥日本細密産業省「石鴇資料」、米臥欧州

は石油連盟〔米国石油事情笥査報告書」、「欧州石油事情詞査報告書によるこ

4．石油連盟「石油業界の推凱（平成元利昭により、原油コストを算定した。

5．欧州はイギリス、フランス、ドイツを平均したもの－

8．為替レ⊥トは、1ドルー107．34円、1ポンドー162．36円、1フランi19．34円、1マル

ター65．0円。（1993年6月の平均レート）

7．日本のガソリン価格は、原油絢入価格がほぼ一考である一方で、94年1月以来1哨下落

しており、95年10月現在税込で115．2円／A、穏鼓で55．5円／上である。

高コスト蹟造是正・活性化のための行動計画－エネルギー（電力）

1．高コスト構造・活性化阻害の現状

電力料金は家庭用、産業用とも日本の方が割高であり、アメリカ、イギリス、ド

イツ、フランスに対して1．3－1．8倍となっている（94年9月時点（1ドル已100

円）で比較）‾。

2．高コスト構造・活性化阻害の要因

①　資本費

・高い電力需要の伸びに対応するため、新規の設備投資の割合が高く、設備の

平均年齢が若くなっており、資本費を増大させている。

・冷房需要の増大等により、夏季の需要ピークが尖鎚化し、各国に比べ負荷率

、が低く設備の利用効率が低下。　　　　　　　　　　　、

・厳しい環境こ保安基準に適合するための設備が必要。′

・資材・建築コストや土地関連コストが高い。

⑳　燃料費

・輸入燃料への依存度が高ぐ、増料輸送コスト等がかかることから、安価な国

‘内資源のある国に比べて燃料費が高い。

・クリーンエネルギーとして液化天然ガスや石油でも低硫黄抽種を使用。

③　送電コスト

・送電線のルート確保の難しさから限られた用地の中で鉄塔の大型化や、安ノ仝

対策を考慮した強度の必要埠、電源の遠隔化に伴う送電線の長距感化∴通過

ルートの制約があり、コスト高要因。

④　その他

・需要家側の要望に対応して、欧米に比べ高品質の電気が供給されている．。

・各国に比べ我が国の貸金水準が高いことが、電気草葉についても高コストの

要因ふ

（備考）

電気事業の公益的性格、安全確保等のため、電気事業法により各国と同種の

規制が行われている。平成丁年4月の法改正により、参入規制については、

ノ　発電部門への新規参入の拡大等が行われ、料金規制一については負荷平準化関

連料金について個別認可制から各種約款届出制へ緩和され‘た。
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3．目標．

（1）自壊

低廉な電力供給を確保す．るため、発電部門への新規参入の拡大、負荷平準化対

策の推進、料金規制の改善等による効率化を目指す。

（2）点検指標

・入札による卸発電事業への新鹿参入規模

・負荷平準化のための選靭約款による負荷の移行規模

・負荷率

・蓄熱式空調システムの普及の状況

4．具体的な対応策

（1）規制緩和

①　発電部門等における新規参入の拡大

・卸電気事業に係る許可を原則撤廃するとともに一般電気事業者の電源凋連に

ついて入札制度を導入する（「改正電気事業法」（平成7年12月1日施行））。

・卸託送について、通商産業大臣が指定する電気事業者による約款の策定、届
l

出、公表等に係る規定を整備する（「改正電気事業法」（平成7年12月1日．

施行））。

・需要家への直接供寿かこ係る参入条件の整備を図るため、再開発地域等特定の

供給地息におけ－る需要に応じ、自ら保有する役備により電気を供給する事業

を可能とする特定電気事実制度を創設する（「改正電気事業法」（平成7年

12月1日施行））。

・一建物内の供給、地方公共団体の他部門への供給及び自社の社宅に対する供

給については、自家発自家消費と同標の扱いとし、特定供給に係る許可を不

要とする（「改正電気事業法J（平成7年12月1日施行））。

②　料金規制の改善

・電気料金についtは、事業者の自主的な経営効率化を促すため、料金の透明

性を確保し、総括原価方式の枠組みを維持しつつ、事業の特性を踏まえたヤ

ードスティック方式（各事業者の経営に係る諸指標を比較し、効率化の度合

いに応じて査定に格差を設ける方式）等を導入する（「改正電気事業法」施

行後）。

・負荷平準化等に資する電気料金について、個別認可制から需要家の幅広い選

択を可能とする各種1メニュー（選択約款）の届出制に移行する（「改正電気

事業法」（平成7年12月11日施行））。
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③　保安規制の合理化

・電気工作物に係る工事計画認可・届出、使用前検査、溶接検査及び定期検査

につI、て、審査及び検査の簡素・合理化を図る（「改正電気事業法」（平成

’7年12月1日施行））。

脚　その他．

①　DSMめ強力な推進等による夏期冷房需要のピークシフト等負荷平準化対策

の推進

・蓄熱式空調システム、ガス冷房等の普及、民生用電気料金制度の多様化0

②　コスト削減のための技術革新

・電力貯蔵技蘭の開発経過等。

⑧　検針・集金の効率化

・検針・集金に係る業務の効率化方策についての検討○

⑳　燃料費調整制度の導入

・為替レートや原油価格に左右される燃料費の変動を外部化し、これらの変動

を迅速に価格に反映’（「改正電気事業法J施行後）○

⑤　経営効率化計画の策定

・電気事業者は中長期的な取組や日棟、毎年の経営方針や、これを受け一た設備

投資の合理化目槙、争種の業務計画等をとりまとめ、経営効率化計画として

、毎年度公表5－

なお、経営効率化計即は、電気事業者の自主的取組みを示すものとして創

意工夫が最大限発揮されるべきであり、その内容は規制当局が直接関与すべ

き性格のものではない。
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